
21 世紀社会デザイン研究　2011　No.10

̶ 139 ̶

協働の観点からみたものづくり人材育成の課題と展望
─ 岩手県における地域の多元的主体による協働事例から ─

鈴木　修
SUZUKI  Osamu

1．はじめに

本研究は、地域の多元的主体（中小製造企業、工業高校、国・地方自治体）が協働
して行っている「ものづくり人材育成」を研究対象としてケーススタディを行い、良
好な協働の場の形成要因と協働による各参加主体の意識・行動の変容について明らか
にすることを目的としている （1）。
中小製造企業は、日本経済の発展において重要な役割を果たす存在であるが、少子

高齢化の進展に伴う生産年齢人口の減少、若年者を中心とする製造業離れ、団塊の世
代の大量退職に伴う技術・技能継承の危機といった製造業の現場力を弱体化させる課
題に直面している （2）。一方、地域の中小製造企業への主要な人材供給源である工業高
校は、工業高校生の減少、専門性の希薄化・弱体化、不本意入学者の存在という量と
質の両面で課題を抱えており、その存在意義が問われている （3）。さらに国・地方自治
体では、巨額の財政赤字を抱えるという制約がある中で、ものづくり人材に付加価値
をつけるためのソフト重視の政策をとらなければ、地域産業の将来が危ういという危
機的状況に直面している。このような背景から、各地ではこれらの主体が協働しても
のづくり人材育成に取り組んでいる。
しかしこれらの主体は、もともと組織の目的、文化、価値観が異なっているため、

共通の目的のもとに協働して活動する場合、考え方の相違によるコンフリクトが存在
し、円滑な活動に齟齬を来たしてしまうことがしばしば生じる。
本研究では岩手県において協働によるものづくり人材育成を行っている「北上川流

域ものづくりネットワーク」と「宮古・下閉伊モノづくりが出来る人づくり・寺子屋」
を事例として取り上げる。この 2つの事例は同じ岩手県における取り組みであるもの
の、活動を取り巻く社会的・経済的環境は地理的状況や社会的・経済的な条件の違い
から大きな差があり、また協働の参加主体の顔ぶれにも違いがあることから、協働の
場の形成の仕方が両者とも異なっている。また全国における協働によるものづくり人
材育成の分野では先進的な取り組みであり、一定の年数が経過しているのでその活動
内容にも熟度がある。さらに活動年数の経過にもかかわらず参加主体による協働がう
まく機能しており、その結果として、参加主体のものづくり人材育成に関する意識・
行動にポジティブな変化が生じるとともに、当事者以外を巻き込んで協働がさらに拡
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大している。
したがって、この 2事例を丹念に分析することで、良好な協働の場の形成要因と協
働による各主体の意識・行動の変容について明らかにすることができると考えられ、
協働がうまく機能する要因について重要な示唆を得ることができると考えられる。

2．協働とは

現在、地域社会における様々な課題解決のために、行政、企業、NPO/NGO、市民
等による協働（collaboration）が進んでおり、その展開は多様な広がりを見せている。
これに伴い、協働に関する研究分野は多岐にわたっており、非常に多義的な概念となっ
ている。
本研究では、主に行政学、社会学の分野における先行研究 （4）の検討をふまえて、協
働を単に参加主体間の協力関係だけではなく、参加主体が関係性を持つことによって
それぞれの意識・行動が相互に変容するとともに、さらには新たな価値を創造し参加
主体以外の主体も巻き込みながら拡大していく概念であると捉えた。すなわち「協働
とは、公共的課題を解決するために、多元的な参加主体が、各々の異質性を前提とし
て連携・協力して活動する結果、課題解決がはかられるとともに、新たな価値を創造
し、参加主体の意識・行動に変容を生じさせる行動原理のこと」と定義した。
その上で、組織の目的、文化、価値観が異なる者同士の協働において生じるコンフ

リクトをいかに調整すれば、このような参加主体の意識・行動に変容が生じて新たな
価値を生み出すことができるのかという点についても検討を進めた （5）。そこから重要
な協働の原則として、目的の共有性（協働によって実現する目的が参加主体に共有さ
れている）、コーディネート役の存在（共通目的の周知や参加主体の相互作用の調整を
行う）、対等性（協働の参加主体が最初から対等の関係にある）、相互理解性（参加主
体の異質性を理解・尊重し、お互いの強みを認識する）を指摘するとともに、それら
の阻害要因とそれを克服するための対策について整理した。
さらには協働がこれらの原則に加えて相互変容性（参加主体が協働を通じて相互に

学びあい意識・行動に変容が生じる）や価値創造性（協働の過程で、既存の価値観に
代わって新たな価値観が創出される）を伴いながら協働目的の実現に向けてスパイラ
ルアップしていく過程を導き出し、そのプロセスマネジメントについても提起した （6）。

3．北上川流域ものづくりネットワーク

（1）組織の概要
北上川流域ものづくりネットワーク（以下「北上川 NW」という）は、岩手県にお

いて交通の利便性に優れ、工業集積が一番進んでいる内陸部の北上川流域を中心に、
中小製造企業、工業高校、行政が協働してものづくり人材育成を行っている（2006年
5月設立）。その目的は、岩手県の経済的自立を図るために、地域のものづくり産業を
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担う若者を、地域の産業界、教育界、行政が共通の目標を持ち、それぞれの役割と責
任で継続的に育てていこうとするものである。主に北上川流域の製造業の担い手とし
て期待される工業高校生等を対象に、技術力の向上と資格取得を目的に企業技術者に
よる実技講習会や、将来の進路選択を控えた生徒に企業経営者が直接語りかける出前
授業等を実施している （7）。
北上川 NWは、企業会員（地域の製造企業）、学校会員（工業高校、高専、大学）、
団体会員（工業クラブ、商工会議所等の経済団体）、行政会員（県・市町村、教育委員
会）から構成され、会員数（2010年 6月末時点）は、企業会員 166社、学校会員 18

校、団体会員 29団体、行政会員 16団体の計 229団体である。
北上川 NWの最高意思決定機関は、これらの会員から構成される総会（年度始めに

1回開催）であり、前年度の事業報告と今年度の事業計画について審議を行い、承認
または不承認の決定をする。また通常の運営は総会の下部組織である運営委員会が行
う。年に数回開催され、会員の中から選出された運営委員により事業の企画や進捗状
況の確認、評価が行われる。また代表は運営委員の互選により選出される（現在の代
表は、北上川流域の中小製造企業の Y社代表取締役会長）。
実際の事業の実施については、代表の下に設置された事務局が中心になって行う。

事務局は、事務局長、事務局次長、事務局員の 3名（県職員）とネットワークコーディ
ネーター 2名（企業 OB）の計 5名体制である。事業に要する経費は、公費（県費・国
費）に加えて会員企業からの年会費 3万円で構成される。

（2）活動の経過
北上川 NWにおける協働の出発点は、県が産業界、教育界の代表者に呼びかけて産

業人材育成会議を設置したことである（2005年）。この会議では、ものづくり人材育
成に対する産業界と教育界の意識のギャップが明らかにされた。そして率直な意見交
換やお互いの現場を直に見ることを通じて、徐々に産業界、教育界が個別の次元で有
していた危機感がお互いに共有されるとともに、協働の必要性についても理解が得ら
れた。最終的にものづくり人材育成についての課題を産業界、教育界、行政が共通認
識のもとに一緒に取り組んでいくため、北上川 NWの設立と各主体の役割分担を提言
という形にまとめた （8）。
この提言は産業界、教育界の代表者のコンセンサスを得たものであったが、実際に

北上川 NWを設立し、個々の事業を開始する段階において、個別の会員企業や工業高
校の教師が直ちに行動することにはならなかった。
そこでネットワークコーディネーターを中心とした北上川 NW事務局が、両者に対
して熱意を持ち粘り強い働きかけを地道に行った結果、何とか会員企業と工業高校が
行動することになった。また実際に事業を実施することで、その効果の大きさと利点
について両者の理解が進み、信頼関係の構築や相互理解の浸透、さらに個別の事業に
おいてお互いが対等の立場で補完し合う関係が生じてきた。その結果、工業高校では
教師・生徒、中小製造企業では経営者・社員の意識・行動にそれぞれ好ましい変化が
みられるとともに、県においても北上川 NWの取組みを他地域や他分野にまで応用し
ていこうという意識・行動の変化がみられた。そして北上川流域においては、北上川
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NWという場を通じて、中小製造企業、工業高校、県といった各主体が協働してもの
づくり人材の育成を行っていくという新たな考え方が確立され、それをもとに北上川
NWの取り組みが小中学校への事業の拡大や「ものづくりいわて塾」といった新たな
企業交流の取り組みの誕生にも結びついていった。

4．宮古・下閉伊モノづくりが出来る人づくり・寺子屋

（1）組織の概要
「宮古・下閉伊モノづくりが出来る人づくり・寺子屋」（以下、「寺子屋」という）は、
内陸部と比較して交通の利便性が悪く、高齢化と若年者の流出が進んでいる沿岸部の
宮古地域において、主に製造業の社員等を対象に、地域の企業と行政とが協働でもの
づくり人材育成を行っている（2003年 11月設立）。過疎化高齢化が進行している宮古
地域において、工業振興施策の中心は人づくりであり、その中心的な存在が寺子屋で
ある。
寺子屋は、基本的に午後 4時から 7時までの座学中心の 10回の講座である。定員

は 30名。これまで第 12期が終了し、寺子屋の修了生は 500名を超える。寺子屋のメ
ニューは、「基礎編」（社会人としての一般的な教養を深める）、「品質管理編」（基礎編
の修了生を対象とし、受講生が職場で抱える問題を持ち寄り改善検討を行う）、「技能
編」（モノづくりの基本的な考え方を学ぶ）がある （9）。
講師は、地域内からほとんどボランティアに近い形で集め、その顔ぶれは、弁護士、

警察職員、消防署職員、保健所職員、NPO職員、会社社長、コンサルタント等、多彩
である。受講料は 1人 1万円であり、運営経費はすべて受講料でまかなっている。
寺子屋の運営は、宮古地域のものづくり人材育成に深く関係しているキーパーソン

四人衆による円卓会議で行われている。キーパーソンは、地域の中小製造企業の T社
長（寺子屋塾長）、企業 OBの Aコーディネーター、宮古市の S氏、県の出先機関の課
長である N氏（現在は後任者）である。

（2）活動の経過
過疎高齢化の進展と若年者の地域外への流出といった課題に直面する中で、地域で

ものづくり人材育成をしなければ宮古地域が生き残ることはできないという危機感が
行政、企業といった個別の次元で存在した。そこで工業振興という発想が全くなかっ
た状態から S氏が立ち上がり、様々な工業振興の取り組みを通じて地域が一緒になっ
て取り組みを行う機運が県、市、大学、商工会議所等に醸成された。また志を同じく
する地域企業の中心的存在であった T社長とともに宮古金型研究会を設立することで、
それまでライバル意識があるために全く交流がなかった企業の間に、単に競争するだ
けでなく一緒に活動していく必要性が認識された。そして宮古金型研究会と宮古・下
閉伊モノづくりネットワークを母体に、企業と行政が協働してものづくり人材育成に
取り組む寺子屋が誕生した。
日頃から地域の企業の実情に精通していた T社長と Aコーディネーターのもとで、
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寺子屋が目指す人材育成の趣旨・目的を作成し、各企業に参加を呼びかけたところ、
地域の全ての企業が共感し、寺子屋に参加することになった。これは、各企業が普段
から感じていたものづくり人材育成に対する危機感を、この 2人がよく理解した上で
うまくくみ取り寺子屋の目的に反映させることができたからであった。また参加主体
の合意のもと、T社長と Aコーディネーターがカリキュラムを作成、企業が費用を負
担、市が講座の仕組み作り、県が場所提供といった役割分担を明確に定めたことも円
滑な運営に大きく寄与した。
この寺子屋の取り組みを通じて、企業では参加した社員の人間形成に大きく影響を

与えるとともに、それまでお互いの顔がよくわからなかった企業同士、さらには社員
同士が、顔の見える関係を構築することができた。また行政も、工業振興策を行政主
導で進めるのではなく、主役はあくまで企業であり、行政はその後方支援に徹すると
いう、いわば「民のために官が走る」という工業振興策の基本理念を確立することが
できた。
その結果として、個々の企業の生き残りや利益の実現ではなく、地域の将来のため

に目的を共有しながら企業、行政が一緒に活動するという考え方が生じた。そのこと
が岩手県立宮古高等技術専門校の金型技術科の新設や宮古市産業支援センターの設立
につながり、寺子屋も工業以外のすべての産業に活動範囲が広がっていった。

5．まとめ

このような経緯を経て、両事例において協働がうまく機能した要因を、協働の原則
ごとに整理したものが下表である。
これまでのことから、両事例から得られた協働に関する知見をまとめる。
まず目的の共有性については、次の 2点が重要である。第 1は、その目的に対する
参加主体の理解・共感をどのように得るのかということである。北上川 NWの場合、
産業人材育成会議で産業界、教育界の代表者が一堂に会して、お互いの危機感を率直
な意見交換等を通じて共有し、協働の必要性を参加主体が理解した上で目的を設定し
たが、協働の実行段階では、設定された目的に向かって個別の会員企業と工業高校の
教師が直ちに行動するにはいたらなかった。そこでネットワークコーディネーターを
中心とする事務局が、個別の会員企業と工業高校の教師に対して、まずはできるとこ
ろから事業を始めるという調整を行い、1つの事業で成功例を作り「目に見える成果」
を示すことで、ようやく事業が軌道に乗り、結果として関係者の目的の共有がはから
れた。
また寺子屋の場合、まず様々な工業振興策を通じて、過疎高齢化の進展や若年者の

地域外への流出という課題を何とかしなければ宮古地域が立ちいかなくなるという危
機感を県、市、大学、商工会議所等の関係機関が共通認識としてもつところから始ま
り、さらに宮古金型研究会では、企業も地域で生き残るためにはものづくり人材育成
等を一緒になって取り組まなければならないという共通認識をもつことができた。こ
のような地域の様々な主体間で醸成された共通認識を土台に、さらにものづくり人材
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育成に関する地域企業の声を T社長や Aコーディネーターがうまくくみ上げて、寺子
屋の目的を設定したことにより、企業からの共感が得られたのである。
このように両事例では目的の共有のされ方が異なるが、参加主体の特性をふまえた

適切なやり方を講じることが肝要である。
第 2は、危機感の共有についてである。協働においては参加主体が危機感をもつこ

とが大前提となるが、それが個別の次元での危機感にとどまらず、お互いの危機感を
理解した上での共通の危機感とならなければいけないのである。その上で協働の必要
性が参加主体間で理解され、協働の目的の設定が行われるのである。北上川 NWの場

表　両事例における協働の成功要因
協働の原則 北上川NW 寺子屋

目的の共有 ≪準備段階≫
・ 県によるしっかりとしたコンセプ
トにもとづく会議の設定

・ 産学双方の率直な意見交換
≪実行段階≫
・ 事務局の粘り強い働きかけ
・ 産学が効果の大きさと利点を理解

≪準備段階≫
・ 様々な工業振興策を通じて関係者
に危機感と協働の必要性の認識を
持たせる

≪実行段階≫
・ 地域企業の声をうまく汲みとるこ
とで共感を得られた

コーディネー
ター役の存在

≪準備段階≫
・ 会議での県の周到な準備と調整
≪実行段階≫
・ 事務局の粘り強い働きかけ
・  企業とのつながりを持つネット
ワークコーディネーターの存在

≪準備段階≫
・ ライバル企業同士が同じテーブル
に着くための工夫と金型研究会の
設立

≪実行段階≫
・ T社長と Aコーディネーターが地
域の声をきちんと把握、熱意を持
ち的確な調整

対等性 ≪準備段階≫
・ 産学双方の率直な意見交換
≪実行段階≫
・ 参加主体の役割分担の明確化
・ 産学がお互いを補完し合いながら
の事業実施

≪準備段階≫
・ 技術研修、仕事の受発注
≪実行段階≫
・ 参加主体の役割分担の明確化

相互理解性 ≪準備段階≫
・ 産学双方の率直な意見交換と双方
の現場を見て状況を再認識

≪実行段階≫
・ 目に見える成果、やりがい

≪準備段階≫
・ 金型研究会を通じて企業が交流
≪実行段階≫
・ 実感をともなう寺子屋の効果
・ 地域の企業同士の連帯感

相互変容性 ・ 教師の企業の見方についての変化
と技術力向上の自主的取り組み

・ 生徒の技術力と生活態度の向上
・ 工業教育を企業側から補完しよう
とする経営者の意識・行動の変化

・ 活動を他地域・分野へ展開する行
政の意識・ 行動の変化

・ 経営者は他社を単なる競争相手で
なく地域のために共に活動する同
志であるという認識に変化

・ 地域の社員同士に連帯感が醸成
・ 行政は後方支援。「民のために官が
走る」スタイルの確立。

価値創造性 ・ 活動範囲が小中学校まで拡大
・ ものづくりいわて塾の誕生

・ 金型技術科と宮古市産業支援セン
ターの設立

・ 工業以外の全産業にまで拡大



21 世紀社会デザイン研究　2011　No.10

̶ 145 ̶

合は、協働の参加主体は産業界と教育界という異質な者同士であるため、それぞれが
有していた危機感は県の呼びかけによる産業人材育成会議において、率直な意見交換
等を通じて時間をかけて共有された。他方寺子屋の場合は、地域の企業の実情に精通
していた T社長や Aコーディネーターが、企業が有していたものづくり人材に対する
危機感を的確に把握しており、また協働の参加主体が同じ業界内の異質性が比較的少
ない企業同士であったことから、危機感の共有にはあまり時間を要しなかったといえ
る。
次にコーディネーター役の存在であるが、その任に適した組織や人材によって担わ

れることが重要になる。北上川 NWの場合、協働の準備段階では県、実行段階では北
上川 NW事務局がコーディネーター役をつとめた。県は産業人材育成会議を設置する
にあたり、ものづくり人材の育成・確保を県政の最重要課題と位置付け、会議の準備
を周到に行い、また会議の運営にあたっては、県の見解を委員に無理強いすることな
く、議論の潮目を見極めながらものづくりネットワークの仕組み作りを提案した。ま
た実行段階では、ネットワークコーディネーターを中心とした事務局が参加主体に対
して熱意を持ちながら粘り強い働きかけを行ったことが、協働がうまくいく要因となっ
た。特に産業界と強いつながりをもつ民間 OBのネットワークコーディネーターの存
在が大きい。北上川 NWが設立される以前から、地域の企業とは仕事等を通じてつな
がりをもっており、また工業高校出身ということで、工業高校特有の性格についても
ある程度の予備知識を有していたことが参加主体への調整を行う上で大きく役立った。
また寺子屋の場合、協働の準備段階から実行段階にいたるまで、同じ人物（T社長や S

氏）がコーディネーター役をつとめている。彼らは普段から宮古地域の実情に精通し
ていたため、ライバル企業同士が同じテーブルにどうしたら着くことができるのかと
いった工夫や、地域企業の声をうまくくみ上げ寺子屋の目的に反映させる等の適切な
調整を行うことができたのである。
このように両事例のコーディネーター役は、熱意を持ち、参加主体間の的確な調整

を行っているが、両者の特性は大きく異なっていることに留意する必要がある。北上
川 NWのコーディネーター役は、県職員と民間 OBであるが、基本的には「事務局」
という組織として活動するため、それぞれの強みは発揮しながらも、コーディネーター
としての役割は個々人の力量に大きく依存しているわけではない。県職員は人事異動
で定期的に交代することになるし、民間出身者も事業の熟度を考慮すれば会員企業の
中から新たに選任することも可能である。しかし寺子屋のコーディネーター役は、T

社長、Aコーディネーター、S氏のように組織の肩書はもっているが、コーディネー
ターとしての活動は個々人の力量に大きく依存している。したがって彼らの代わりの
人材を見つけることは容易なことではない。このようなことから協働のコーディネー
ター役の存在を考える場合は、協働が行われる地域の歴史的な背景や社会的条件等の
外部環境での違いを考慮しなければならず、その育成・確保をどうしていくのかは一
概にはいえない。
対等性については、各主体の役割分担が関係者の合意のもとで明確に決められたこ

とがあげられる。北上川 NWでは、産業界、教育界、行政のネットワークにおける役
割が決められており、また寺子屋では行政と企業の役割がそれぞれ決められていた。
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その前段では、北上川 NWの場合、産業人材育成会議における産業界、教育界双方
の率直な意見交換が行われ、また寺子屋の場合は宮古金型研究会における企業同士の
技術研修や仕事の受発注等が行われており、このような活動を通じて、お互いが顔の
見える関係を構築できたことが、スムーズに役割分担を決めることに寄与したと考え
られる。
相互理解性については、信頼関係の醸成は実際の活動を通じて行うことができると

いうことである。北上川 NWでは、産業人材育成会議における意見交換や現場視察を
通じて産業界と教育界がお互いの状況を知ることで相互理解が進み、また個別の事業
を通じて工業高校と中小製造企業との相互理解が進んだ。さらに目に見える成果が出
て、参加主体がやりがいを感じてくると、そのことがお互いの信頼関係を一層深める
ことになった。寺子屋でも、宮古金型研究会の取り組みを通じて、企業同士の交流が
進むことで相互理解がはかられ、さらに寺子屋の取り組みで効果が実感されてくると、
地域の企業あるいは社員同士で連帯感が生まれている。両事例ともこのような関係に
いたるためには、コーディネーター役による調整が不可欠であったといえる。
相互変容性については、両事例とも参加主体にプラスの効果が見られる。北上川

NWでは、工業高校と中小製造企業が交流することで、まず工業高校の教師には企業
に対する見方が変わるとともに、第一線のものづくり技術・技能に触れる機会が多く
なったことから、自らも自主的に技術力向上に取り組む動きが出てきた。また生徒に
は生活態度の改善や専門スキルの向上といった変化があらわれている。一方、企業側
は、積極的に工業教育を補完しようとする意識になっており、実際に工業高校との往
来が増えるにつれて、社員の意識・行動が以前よりも改善される等、社員教育面での
効果が出ている。さらに県は、北上川 NWの活動でつちかった経験・手法を、他地
域・分野へ展開していこうとする意識に変化している。
寺子屋でも、企業は他社との交流を通じて、単なる競争相手ではなく地域のために

共に活動する同志という認識に変化しているとともに、社員教育の面において効果が
あり、さらには社員レベルでも連帯感が醸成されている。行政側は、寺子屋を含めた
一連の工業振興の取組みから、主役は企業で行政はその後方支援に徹するという、い
わば「民のために官が走る」というスタイルを確立することができた。
最後の価値創造性であるが、両事例とも協働が良い方向に拡張している様子が見ら

れた。北上川 NWでは、ものづくり人材育成の対象を工業高校に加えて小中学校まで
拡大しており、また「ものづくりいわて塾」という会員企業同士の新たな取り組みも
誕生した。また寺子屋でも岩手県立宮古高等技術専門校の金型技術科の新設や宮古市
産業支援センターの設立という流れが生まれ、さらに工業以外の全産業にまで活動の
範囲が拡大している。このように協働が拡張した要因として、協働の参加主体の顔の
見える関係の存在を指摘できる。すなわち協働の場を通じてお互いをよく理解し合う
中で、思わぬ発想が生まれ、新たな展開につながっていく可能性が大きいということ
である。両事例においても、工業高校向けの事業あるいは寺子屋といった具体的な事
業が行われる中で、次の段階の種がまかれていったと考えられる。
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6．おわりに

本研究では、協働という観点から北上川 NWと寺子屋という地域の多元的主体によ
るものづくり人材育成の事例分析を通じて、協働の場がどのように形成され、そこで
は協働の原則が成り立つためにどのようなマネジメントが行われ、その結果参加主体
にどのような変容が生じたのかを示した。しかし協働がさらに拡大していった場合の
協働関係の変化とその中における行政の役割がどうあるべきかについては今後の研究
課題として残った。
よく「ものづくりはひとづくり」といわれるが、ものづくり人材育成は、地域が経

済的に自立していくために必要不可欠な施策であり、これからも地域の多元的主体が
協働して継続的に取り組んでいかなければならない。そのためにどのような協働関係
がその地域によいのか、その望ましいあり方を他地域の類似事例をもとに調査・検証
をさらに進めて、協働に関する新たな知見を蓄積していく必要があると考える。

■註
（1） 本研究は、筆者の修士論文を要約したものである。
（2） 中小製造企業の課題については、「中小企業白書 2010年版」、「ものづくり白書 2007年版」、

「同 2010年版」を参照のこと。
（3） 工業高校の課題については、樋田編（2008）、田中（2005）が詳しい。
（4） 協働についての先行研究は数多く存在するが、例えば荒木（1990）、朴（2003）、新川（2004）、

稲生（2010）等がある。
（5） 協働のマネジメントの検討する上で、チェスター・バーナード（Chester I. Barnard）の組

織論（Barnard，1938＝ 1968）の視点が参考になった。
（6） 協働のプロセスを検討する上で、岩切（2007）、東（2009）のモデルが参考になった。
（7） 北上川 NWの活動は、四半期毎に活動報告書としてまとめられホームページで公開されて

いる。
（8） 提言内容は、いわて産業人材育成会議（2005）にまとめられている。
（9） 寺子屋については、関編（2007）、佐藤（2009）が詳しい。
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